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弁護士が弁護士のために説く

速報！現行条文比較　債権法改正

『速報！現行条文比較　債権法改正』の解説版

債権法改正

改正趣旨や実務上の問題点を
弁護士の視点から一読で把握！

改正が将来の業務に与えうる影響に
備えるための一冊！

改正状況をいち早く把握！
現行民法と改正内容が対照されているので、
一目で比較可能！

＜クレジットカードでもお支払いいただけます＞ CLI
CK!第一法規　債権法改正 検  索お試し読み、お申し込みはコチラ

実務への影響を
　　“いち早く把握”できます！
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＜お客様の個人情報の取扱いについて＞
お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かりしま
した個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。　　　　　  　フリーダイヤル TEL　 0120̶203̶696　FAX　 0120̶202̶974 

□公用
□私用

　　　　　―　　　　　　―　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

機関名

この申込書は、ハガキに貼るか、
このままFAXで下記宛お送りく
ださい。

書店印

取 扱 い

平成　　　　年　　　　月　　　　日上記のとおり申し込みます。なお、代金は現品受領後、請求書により支払います。

申　込　書　〈第一法規刊〉

部

書　　　　名 価格 部数

［033464］

部弁護士が弁護士のために説く　債権法改正 ［033456］ 定価3,024円（税込）
（本体2,800円）

定価1,944円（税込）
（本体1,800円）

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービス
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円にてお届けいたします。
＊消費税は申込日時の適応税率によります。

第７　消滅時効
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（ 最判平成 6年 5月31日民集48巻 4 号1029頁〔27819951〕）の明確化として規定
したものである。

（角田　智美）

第７　消滅時効

1　債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点

（消滅時効の進行等）
第166条　消滅時効は、権利を行使することができる時から進行する。
2　前項の規定は、始期付権利又は停止条件付権利の目的物を占有する第三
者のために、その占有の開始の時から取得時効が進行することを妨げない。
ただし、権利者は、その時効を中断するため、いつでも占有者の承認を求
めることができる。

（債権等の消滅時効）
第167条　債権は、10年間行使しないときは、消滅する。
【商法】
（商事消滅時効）
第522条　商行為によって生じた債権は、この法律に別段の定めがある場合
を除き、 5年間行使しないときは、時効によって消滅する。ただし、他の
法令に 5年間より短い時効期間の定めがあるときは、その定めるところに
よる。

【現行条文】

【改正提案】

民法第166条第 1項及び第167条第 1項の債権に関する規律を次のように改
めるものとする。
債権は、次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、時効によって消滅

する。
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⑴　債権者が権利を行使することができることを知った時から 5年間行使し
ないとき。

⑵　権利を行使することができる時から10年間行使しないとき。
（注）この改正に伴い、商法第522条を削除するものとする。

解説

▶立法趣旨
⑴は、時効期間を 5年間とすることで法律関係の早期安定を図りつつ、その

起算点を「権利を行使することができることを知った時」とすることで、債権
者の保護を図るものである。⑵は、客観的起算点による消滅時効を維持するこ
とで、客観的法的安定を図るものである。
▶実務上の留意点
現行の消滅時効期間を変更する内容である。
契約に基づく本来の履行請求権については、契約当時に履行可能時期を知る

のが通常であるから、改正提案によると、契約に基づく履行請求権の消滅時効
は、実質的に 5年間に短縮されることになる。また、債務不履行に基づく損害
賠償請求権についても、本来の履行請求権と法的に同一性を有すると見ること
ができるとして、本来の債務の履行を請求し得る時から進行するという判例
（ 最判平成10年 4 月24日判時1661号66頁〔28030788〕）に基づくと、同様の結論
となる。
「権利を行使することができることを知った時」が具体的にどの時点になる
のかという問題については、不法行為責任が認められた事案における 民法724
条前段の「損害及び加害者を知った時」の判断を参考に検討することになろう。
判例（ 最判昭和48年11月16日民集27巻10号1374頁〔27000466〕）は、これを
「被害者において、加害者に対する賠償請求が事実上可能な状況の下に、その
可能な程度にこれらを知った時」を意味するものとしており、その他の最高裁
判例や下級審判例の判断を参考にして、改正提案の前記要件を判断することに
なるものと考えられる。

内容見本
わかりやすく【現行条文】【改正提案】
［解説（▶立法趣旨 ▶実務上の留意点）］の順で解説しています。
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